







































によれば全部の項目に yes と答えた教師の授業は 97％の学生が「やる気」を持つという。したがって、楠木理香、
工藤多恵 2006 は、教師側さえ 1. 〜 8. の項目を着実に守っていれば学生の学習意欲は高まり、且つ維持できるとい
う結論になる。これで問題は無い筈である。
　しかしながら、それは、楠木理香、工藤多恵 2006 が対象にした学生に対する結論であって、必ずしも全国普遍
的なものではないと思われる。実際に 8 項目全てに yes となる教師の講義でさえ学生の「やる気」を感じられなか
ったからである。この原因は、一体どこに存在するのか（また、上記 8 項目以外に「やる気」喚起にはどのような













































































　例えば、入学直後の指導で各学生個人資料として「未来ノート」を書かせておく。3 週間後、3 カ月後、6 カ月後、









　・1 科目について履修生の数を可能ならば 40 名以下に抑える。











































































それは、1982 年夏休みを利用した 3 週間程度の「海外語学研修」を上海交通大学で実施したことに始まる（1982 年、
1983 年は、学生が各 2 名しか参加しなかった）。































































































　2002 年（平成 13 年）ころまでは、学生の保護者に有名企業役職者が多かったが、その他にも印刷会社、小売業





















第 2 段階：「現地研修」—— TNC（日技城）スタッフが学生を管理する。インターンシップ参加学生は「研修計画表」
にのっとり行動する。
第 3 段階：「事後指導」—— 筆者担当（オープンキャンパス、大学祭、インターンシップ成果発表会等で学生自ら
がパワーポイントなどを用いて発表できるように指導）。
　第 2 段階でのインターンシップは、現代日本の若者たちの日常生活から見れば、相当過酷である。連日 40 度の




































































　外国人の訪日者数は、中国人観光客増によって、昨年（2009 年）の約 1.6 倍に達している。訪日してくる外国人
だけではなく、中国大陸の膨大な人口（推計 13 億人）は市場価値として極めて魅力的である。この市場を逃す手
はないと思われる。
　ただし、上海万博（2010 年 10 月 31 日閉幕）が過ぎれば、中国は「経済バブル」がはじけたようになるのか。つまり、
「過去の国」になるのか？
4.2. 中国は既に「過去の国」なのか？日系企業は、中国から他の国へシフトするか？








































































（1994 年〜 2002 年）として 17 冊発刊。海外インターンシップの報告書は『学生が体験した真実の中国』（2008）、
『学生が体験した中国』（2009）である。いずれも学生と一緒に編纂した。
8） 筆者は 2006 年に『中国・広東省でやる気向上——女子工員が大先生』を読み、TNC での研修全体を理解した。
これは「筆者の描く研修」と完全に合致した。早速、教育システムの一環として取り組むことにした。なお、「中
国ビジネス・インターンシップ」の報告は植田均 2008、植田均 2009 でおこなっている。
9） ワーカー（工員）の１カ月最低賃金は 2009 年 7 月１日から 2010 年 6 月 30 日まで￥900 元、2010 年 7 月 1 日か














11） 深圳市郊外觀瀾では、中国銀行（The Bank of China）の外貨兌換窓口においても英語が全く通じないのには
驚いた。その他、デパート、「三ツ星」クラスのホテルでも英語が通じない。2007 年から 2010 年の今日に至
るまで、この状況は不変である。
12） 地域別訪日外国人旅行者の割合は、日本政府観光局（JNTO）2010年の資料によれば、韓国（28.3％）、中国（16.4％）、
台湾（14.7％）、香港（5.9％）、タイ（2.5％）などアジアの国・地域が 75％を占め、欧州 11％、北米 12％、そ
の他 3％となっている。これに対し、通訳案内士（国土交通大臣試験事務代行機関の国際観光振興機構が年に
1 度行う国家試験「通訳案内業試験」に合格後の登録者数は、2009 年 4 月 1 日現在で合計 13530 人）の言語別
の割合は、英語 68.5％、中国語 11. ４％、韓国語 4.9％、フランス語 4.3％、ドイツ語 3.5％、その他 7.4％にな
っている。需要と供給のアンバランスが見て取れる。
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